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Ａ．研究目的 
強直性脊椎炎(ankylosing spondylitis: 

AS) は 脊 椎 関 節 炎 (Spondyloarthritis: 
SpA)の一つで、10 歳代から 30 歳代の若年
者に発症する疾患である。脊椎や仙腸関節
を中心に慢性進行性の炎症を生じるため、
進行すると関節破壊や強直をきたし、日常
生活が困難となる。そのため、治療法の開
発や予後の改善のための研究や調査は非常
に重要である。 

2015 年に、強直性脊椎炎が指定難病に追
加され、2018 年に施行した本邦初の全国疫
学調査では患者数は 3200 人と推定された。
現在２回目の全国疫学調査を実施中であり

4700 人と推定され、この５年間での疾患啓
蒙活動でこれまで診断されなかった患者が
診断されていると考えられる。一方強直性
脊椎炎受給者証所持数も積極的な加療が必
要と考えられる患者数を反映している情報
であり、今回は日本全国で受給者証保持数
の経年的変化を調査することで、全国疫学
腸とは異なる方法でわが国における強直性
脊椎炎患者の現状を把握することを目的と
した。 
  
Ｂ．研究方法 
 難病情報センターHP上で公開されている
強直性脊椎炎受給者証所持数の経年的変化

研究要旨： 強直性脊椎炎は 2015 年に指定難病に追加された。本研究班では 2018 年に第 1 回全国

疫学調査を行い、強直性脊椎炎(ankylosing spondylitis: AS)の推定患者数は 3200人と推定した。

今年度（２０２３年）に施行中の第 2 回全国疫学調査では、強直性脊椎炎 4700 人と推定され、５年

間で増加傾向にあることが示されている。難病情報センターHP上に公表されている、強直性脊椎炎臨

床個人調査票の情報を今回経年的に解析し、2015-2021 年の取得状況、都道府県別の患者数の算出を

行い全国での患者数の状況について検討した。 

2015 年以降 2021 年までに強直性脊椎炎受給者証所持数は 4.5 倍に増加し、2021 年は 4552 人であ

った。強直性脊椎炎の好発年齢である 10-30代の比率は 30%から 20%に低下している一方で 70歳以上

の高齢者は 12 倍に急増していた。全国の人口 10万にあたりの受給者証所持数は 3.3 人であった。都

道府県別では長野県が 7.42 人で最多、島根県が 1.2 人で最少であった。全都道府県で経時的に受給

者証所持数は増加していたが、その増加率あるいは人口 10 万にあたりの受給者証所持数は同じ地域

内でも各都道府県で大きく異なる結果であった。政令指定都市別の検討でも同様の傾向であり、人口

10万人当たりの受給者証所持数は大きく異なり、北九州市が 7.0 人で最多、さいたま市が 1.8 人で最

少であった。 

本疾患は 45 歳未満で発症し、高齢になれば体軸関節構造変化は残存するが炎様は沈静化すると世

界的にコンセンサスが得られているが、今回の解析結果より高齢発症の強直性脊椎炎の可能性が示唆

された。一方で実臨床現場では高齢の脊椎変性疾患を強直性脊椎炎と診断され、本来は不要である生

物学的製剤に投与が施行されている症例が散見され、今後 70 歳以上で受給者証所持の症例に対して

強直性脊椎炎診断基準を満たしているか否か検討を行い、本邦での高齢発症の可能性を明らかにする

必要が急務であると考えられる。来年度以降現在疾患レジストリとして使用している難病プラットフ

ォームを利用し検討する予定である。 
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を年代別に集計した。人口１０万に当たり
の受給者証所持数を算出するため総務省よ
り発表されたその年度の人口数を基準に算
出した。さらに全国を６地区に分割し、各
都道府県別の人口10万人当たりの受給者証
所持数を算出した。政令指定都市において
も同様の手法で人口10万人当たりの受給者
証所持数を算出した。 
 
  
Ｃ．研究結果 
１．強直性脊椎炎受給者証所持数経年変化 
2015 年から 2021 年までの 7 年間で強直性
脊椎炎受給者証所持数は 4.5 倍に増加し、
2021 年は 4552 人であった。年代別では、
強直性脊椎炎の好発年齢である 10-30 代の
比率は 30%から 20%に低下している一方で
70歳以上の高齢者は 12倍に急増していた。 
 
２．地域別強直性脊椎炎受給者証所持数の
検討 

 全国の人口 10 万にあたりの受給者証

所持数は 3.3 人であった。都道府県別では

長野県が 7.42 人で最多、島根県が 1.2 人で

最少であった。全都道府県で経時的に受給

者証所持数は増加していたが、その増加率

あるいは人口 10 万にあたりの受給者証所

持数は同じ地域内でも各都道府県で大きく

異なる結果であった。全国平均よりも 2015

年から 2020 年の患者割合増加率が高く、か

つ 2020 年の全国平均より患者数の割合が

高い都道府県は長野県、大分県、東京都、

徳島県などであり、一方これら２つの基準

が全国平均より低い府県は島根県、青森県、

秋田県、宮崎県などであった。2021 年の政

令指定都市別の検討では同様の傾向であり、

人口 10 万人当たりの受給者証所持数は大

きく異なり、北九州市が 7.0 人で最多、神

戸市、名古屋市が多く、さいたま市が 1.8

人で最少、相模原市、静岡市で少なかった。 

 
Ｄ．考察 

2021 年の強直性脊椎炎受給者証所持数
は 4552 人であり、これは現在実施されてい
る第 2 回全国疫学調査の推定患者数 4700
人に近い数字となっている。疫学調査の整
合性を示すものと考えられる。今回の集計
解析で特徴的な 70 歳以上での受給者証所
持数の急激な増加は、基本 45 歳未満で発症
するとされる強直性脊椎炎の高齢発症の可
能性を示唆するものと考えられ今後の検証
が重要である。各都道府県別の推定患者数
も大きく異なり、全国平均より極端に高い
県では over-diagnosis の可能性が、極端に

低い県ではまだまだ強直性脊椎炎患者が適
切に診断されていない可能性が示唆され
た。高齢者では体軸関節変性疾患が強直性
脊椎炎と mis-diagnosis されている症例も
散見され、高齢受給者証所持患者が本当に
生物学的製剤等の積極的な治療対象である
か否かの検討は疫学的、臨床的観点から重
要であると考えられた。強直性脊椎炎疾患
レジストリは難病プラットフォームを用い
ておりかつ画像所見をアップロード可能で
ある。今後本疾患レジストリを活用して検
討する予定である。 
Ｅ．結論  
 強直性脊椎炎受給者証所持数の経年的お
よび都道府県別の集計解析を行い強直性脊
椎炎診断における課題を明らかにした。 
 
Ｆ．研究発表 
１．論文発表 
  なし 
２．学会発表 
なし 
 
Ｇ．知的財産権の出願・登録状況 

（予定を含む） 
１．特許取得 

なし 
２．実用新案登録 
  なし 
３．その他  

なし 
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図 1 強直性脊椎炎の受給者証所持者数の推移（2015〜2021） 

 

図 2 強直性脊椎炎の人口 10 万人当たり受給者証所持者数の都道府県別比較（2015 vs. 2020） 
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↑2020 年の全国平均よりも AS 患者の割合が高い

↑全国平均よりも 2015 年から 2020 年の患者割合増加率が高い都県 
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